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Legal Observations on the Protection of Human Rights of the Illegal Long 

































































































































































































AbusiveConditions and thePromotion of



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































11Eighth.The standard setby law ineach
countrywith respect to theconditionsof












 A/RES/45/158 69th plenarymeeting 18






17Article 35:Nothing in thepresentpart of
the Convention shall be interpreted as
implyingtheregularizationof thesituation
ofmigrantworkers ormembers of their
familieswhoarenon-documentedor inan
irregular situation or any right to such
regularizationoftheirsituation,norshall it
prejudicethemeasures intendedtoensure





















































































































































































































































































































































































































































































































































on the Bill to Reform the Immigration 
Control and Refugee Recognition Act of 
―　　―165
Japan 19 May 2004, Tokyo Japan”,para.20,
21; at http://www.unhcr.or.jp/protect/
pdf/040520comm_e.pdf）。
72これに言及したものとしては、例えば「在留
特別許可の許否は、･･･ 法務大臣の広範囲な
自由裁量に属する恩恵的な措置である」と判
示した下級審判決がある（東京高判昭和52年
12月12日訴月23巻12号2204頁；亘理格「退去
強制手続の構造と取消訴訟」『判例時報1867
号（下）』、2004年、156頁）。
73島田征夫「難民」『日本と国際法の100年、第
５巻』三省堂、2001年、68頁。
74畑野勇・倉島研二他、前掲書、104頁以下、
144頁。
75畑博行・水上千之編『国際人権法概論』有信
堂高文社、1997年、63頁。
76例えば、未払い賃金等といった既往の労働に
対応する部分については、将来の不法就労を
促進することにならないので法的救済が及ぶ
と考えられる。これに対して、原職復帰といっ
た将来の労働に対応する部分については、不
法就労者側が、適法就労者となりうる蓋然性
を相当程度まで立証しえた場合には、法的救
済が及ぶと考えられる。学説上、入管法に違
反散する労働契約については、労基法第56条
に違反する年少労働者との労働契約と比較し
て、その違反の程度は軽微であるために、労
働契約の無効を結果するとは考えがたい、と
指摘されている（早川智津子「外国人と労働
法」『ジュリスト No.1350』2008年、26頁、
29頁）。
